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３ 都市計画施設等区域における建築制限 令和5年4月1日現在

根 拠 法 令 都市計画法(第53条) 担当課 県土利用政策課

担当係 都市施設係

0742-27-7520

制度の概要 都市計画施設の区域又は市街地開発事業の施行区域内において建築物
の建築をしようとする者は、知事等（各市域の場合は市長。および斑鳩
町域の場合は町長。）の許可を受けなければならない。

目 的 都市計画決定された都市計画施設の区域又は市街地開発事業の施行区
域内において建築物の建築制限を課すことにより、将来の円滑な事業施
行を確保することを目的とする。

対 象 地 域 都市計画施設の区域又は市街地開発事業の施行区域

規 制 内 容 都市計画施設の区域又は市街地開発事業の施行区域内に建築物を建築
する場合、その規模や構造に制限があり、知事等の許可を受けなければ
ならない。
※ 都市計画施設とは

道路、駐車場、公園等の施設で、都市計画区域において必要な施設
として都市計画に定められたものを都市計画施設といい、その施設の
区域を都市計画施設の区域という。（法第４条、１１条参照）

※ 市街地開発事業施行区域とは
都市計画区域内において必要な事業として定められた土地区画整理

事業、新住宅市街地開発事業等の施行区域をいう。(法第１２条参照)

許 可 等 の 基 準 次のいずれかに該当するもの。（法第５４条参照）
１ 当該建築が、都市計画施設又は市街地開発事業に関する都市計画の
うち建築物について定めるものに適合するものであること。

２ 当該建築が、都市施設を整備する立体的な範囲が定められている場
合において、その立体的な範囲外において行われ、かつ、当該都市計
画施設の整備に支障を及ぼすおそれがないと認められること。但し、
当該立体的な範囲が道路である都市施設を整備するものとして空間に
ついて定められているときは、安全上、防火上及び衛生上支障がない
ものとして政令で定める場合に限る。

３ 当該建築物が次に掲げる要件に該当し、かつ、容易に移転、除去す
ることが出来るものであると認められること。

（１）階数が２以下で、かつ、地階を有しないこと。
（２）主要構造部が木造、鉄骨造、コンクリ－トブロック造その他これ

らに類する構造であること。

手 続 の フ ロ ー 図 都市計画法第５３条第１項の規定による建築の許可申請
●町村（斑鳩町を除く）

申 請 者 町 村 県 県土利用政策課
（斑鳩町を除く）

許可申請書 受 理 受 理
提出 副申 ・

(事前に区域確定が必要) 審 査

許 可
許可通知

●市及び斑鳩町
申請者は、該当市町へ申請し許可を受ける。


